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１．障害福祉サービス等における共通的事項 

 

（１）地域生活支援拠点等 

問１ 拠点コーディネーターは、支援の連携体制を構築するための業務に専ら

従事する必要があることから、原則として、拠点機能強化事業所等におけ

る他の職務に従事してはならないが、市町村が特に必要と認める場合に従

事できる拠点機能強化事業所の業務とは、具体的にどのようなものが想定

されているのか。 

（答） 

  利用者の障害の特性に起因して生じた緊急的な支援や地域移行等に係る支援

など、拠点コーディネーターが自ら支援を提供することについて市町村が特に

必要と認めた場合が想定されている。 

  このため、相談支援専門員が継続的に行うモニタリング等の業務は対象とな

らない。 

 

問２ 拠点コーディネーターが、人員基準上において、拠点機能強化事業所等

で兼務できる職務はあるか。 

（答） 

  拠点コーディネーターの業務上支障がない場合は、管理者との兼務は可能で

ある。 

 

問３ 当該加算の算定について、例えばA市から地域生活支援拠点等と位置づ

けられた相談支援事業所が算定する場合、算定対象となるのは、重度の障

害者やA市の住民に限定される等の要件はあるか。 

（答） 

  対象者の要件はない。 

 

問４ 計画相談支援のモニタリングと自立生活援助等、一人の利用者に同月で

２回算定する場合があるが、当該加算も同月で一人の利用者に２回算定す

ることは可能か。 

（答） 

  貴見のとおり。 
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２．日中活動系サービス 

 

（１）生活介護 

（多機能型生活介護事業所における報酬の定員区分の取扱い） 

問５ 生活介護サービス費について、令和６年度報酬改定において、きめ細か

く定員区分が設定されたが、以下の例における多機能型生活介護事業所の

基本報酬、常勤看護職員等配置加算及び人員配置体制加算についての具体

的な取扱い如何。 

  

 ①利用定員が生活介護８名、就労継続支援Ａ型16 名の計 24 名の多機能型事

業所の場合 

  

 ②離島等の多機能型事業所において、利用定員が生活介護３名、就労継続支

援Ａ型７名の計10名の多機能型事業所の場合 

  

 ③主として重症心身障害児者を通わせる多機能型生活介護事業所が多機能型

児童発達支援等を一体的に行う場合であって、利用定員が全ての事業を通

じて５名の場合  

（答） 

（①の場合） 

 基本報酬・・・定員21人以上30人以下の区分 

 常勤看護職員等配置加算・・・定員６名以上10人以下の区分 

 人員配置体制加算・・・定員20人以下の区分 

  

（②の場合） 

基本報酬（※）・・・定員11人以上20人以下の区分 

 常勤看護職員等配置加算・・・定員５名以下の区分 

 人員配置体制加算・・・定員20人以下の区分 

（※）基本報酬における「５人以下」「６人以上10人以下」の定員区分については、「主として重症心身

障害児者を通わせる多機能型生活介護事業所が多機能型児童発達支援等を一体的に行う場合」のみ

が算定可能であるため、離島等の多機能型事業所のように定員数を 10 名とすることが可能であっ

ても、基本報酬は「11人以上20人以下」の区分となる。 

  

（③の場合） 

 基本報酬・・・定員５名以下の区分 

 常勤看護職員等配置加算（※）・・・定員５名以下の区分 

 人員配置体制加算（※）・・・定員20人以下の区分 
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（※）主として重症心身障害児者を通わせる多機能型生活介護事業所が多機能型児童発達支援等を一体

的に行う場合については、事業ごとの定員の定めがなく、一体的に事業を行っているため、当該加

算についても、多機能型事業所全体の利用定員に応じて区分を算定する。 

 

なお、詳細については以下のとおりである。 

① 多機能型生活介護について 

多機能型生活介護の場合、基本報酬は多機能型事業所全体の利用定員で算定

する。利用定員ごとに設定のある常勤看護職員等配置加算や人員配置体制加算

等については、多機能型生活介護の定員に応じて算定する。 

② 多機能型生活介護（離島等）について 

多機能型生活介護（離島等）の場合、基本報酬は多機能型事業所全体の利用

定員で算定する。利用定員ごとに設定のある常勤看護職員等配置加算や人員配

置体制加算等については、多機能型生活介護（離島等）の定員に応じて算定す

る。 

なお、基本報酬の利用定員が６人以上 10 人以下の区分は、多機能型生活介

護（重心）のみが算定できる区分であるので、多機能型生活介護（離島等）で

は算定できない。 

③ 多機能型生活介護（重心）について 

多機能型生活介護（重心）の場合、基本報酬は多機能型事業所全体の利用定

員で算定する。利用定員ごとに設定のある常勤看護職員等配置や人員配置体制

加算等についても多機能型事業所全体の利用定員に応じて算定する。この場合、

看護職員配置等の人員配置は事業所全体の配置に応じて算定する。 

  

  

【参考】 

・ 多機能型事業所 

  指定生活介護、指定自立訓練（機能訓練）、指定自立訓練（生活訓練）、指定就労移行

支援、指定就労継続支援Ａ型及び指定就労継続支援Ｂ型並びに指定児童発達支援、指定

医療型児童発達支援、指定放課後等デイサービスの事業のうち２つ以上の事業を一体的

に実施するもの 

・ 多機能型生活介護 

利用定員が20人以上の多機能型事業所であって、多機能型生活介護事業所の利用定

員は６人以上として実施するもの 

・ 多機能型生活介護（離島等） 

  利用定員が10人以上の多機能型事業所であって、多機能型生活介護事業所の利用定

員は１人以上として実施するもの（特定基準該当生活介護） 

・ 多機能型生活介護（重心） 
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  主として重症心身障害児者を通わせる多機能型生活介護事業所が多機能型児童発達支

援等を一体的に行う場合であって、利用定員は全ての事業を通じて５人以上として実施

するもの（事業ごとの定員の定めがないことに留意） 

 

 

 

３．施設系・居住支援系サービス 

 

（１）自立生活援助 

（自立生活援助サービス費（Ⅲ）） 

問６ 自立生活援助サービス費（Ⅲ）の支給決定を受けている利用者に対して、

事業所が月に２回以上自宅に訪問し支援した場合に、自立生活援助サービ

ス費（Ⅰ）又は（Ⅱ）が算定できるか。 

（答） 

 サービス等利用計画案において、ＩＣＴの活用による支援を位置付けた上で支

給決定を行っているものであるため、算定できない。 

 

（２）共同生活援助 

（自立生活支援加算（Ⅰ）） 

問７ 移行支援住居から他の共同生活住居に移行した者において、自立生活支

援加算（Ⅰ）を移行した日の属する月から算定することは可能か。 

（答） 

 自立生活支援加算（Ⅰ）は、すでに共同生活住居に入居している利用者におい

て、本人が居宅における単身等での生活を希望し、かつ、単身等での生活が可能

であると見込まれる利用者である場合に、退居に向けて個別支援計画を見直し、

支援を行うことにより算定できるものであることから、対象とならない。 

 

（自立生活支援加算（Ⅰ）、自立生活支援加算（Ⅲ）） 

問８ 自立生活支援加算（Ⅰ）と自立生活支援加算（Ⅲ）を同一利用者に対し

て同時に算定することは可能か。 

（答） 

自立生活支援加算（Ⅰ）は、すでに共同生活住居に入居している利用者におい

て、本人が居宅における単身等での生活を希望し、かつ、単身等での生活が可能

であると見込まれる利用者である場合に、退居に向けて個別支援計画を見直し、

支援を行うことにより算定できるものである。一方で、自立生活支援加算（Ⅲ）

は移行支援住居の利用を希望する利用者に対して、移行支援住居への入居前に個

別支援計画を作成することを要件とするものであることから、これらを同時に算
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定することできない。 

 

（退居後共同生活援助サービス・退居後外部サービス利用型共同生活援助サー

ビス費①） 

問９ 退居後に他の共同生活援助を行う住居に入居する場合においても、当該

報酬を算定することは可能か。 

（答） 

 退居後（外部サービス利用型）共同生活援助サービス費は、共同生活住居から

一人暮らし等に移行した者について、居宅における自立した日常生活の定着に必

要な援助を提供することを趣旨としているため、支給決定の対象とならない。 

 

（退居後共同生活援助サービス・退居後外部サービス利用型共同生活援助サー

ビス費②） 

問 10 利用者の一人暮らし等への移行に当たって開催する会議の参加者や規

模の要件はあるか。 

（答） 

 個別支援計画を作成するための会議を開催することで足りる。 

 

（個人単位の居宅介護等の利用の特例的取扱い） 

問 11 同時に２人の居宅介護又は重度訪問介護の従業者が１人の利用者に対

して支援を行ったときの所要時間が７時間（延べ 14 時間）となる場合に

おいては、当該日の共同生活援助サービス費は減算の対象になるのか。 

（答） 

 個々のヘルパーの利用時間が８時間以上となる場合に減算の対象となるため、

御指摘の事例は減算の対象とならない。 

 

（地域連携推進会議） 

問12 「地域連携推進会議を開催し、おおむね一年に一回以上、事業の運営に

係る状況を報告するとともに、必要な要望、助言等を聴く機会を設けなけ

ればならない。」とされており、これらについて記録を作成・公表するもの

と示されているが、公表の方法はどういうものが想定されるか。 

（答） 

 ホームページや広報誌への掲載、事業所内への掲示など、多くの者が閲覧可能

となるよう広く公表することが望ましい。 

 

 

４．就労系サービス 
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（１）就労継続支援B型 

（目標工賃達成加算の取扱いについて ） 

問 13 目標工賃達成加算の算定要件のひとつに、目標工賃達成指導員配置加

算の対象となる就労継続支援Ｂ型サービス費（Ⅰ）及び就労継続支援Ｂサ

ービス費（Ⅳ）を算定する指定就労継続支援Ｂ型において、各都道府県に

おいて作成される工賃向上計画に基づき、自らも工賃向上計画を作成する

とともに、当該計画に掲げた工賃目標を達成した場合と示されているが、

目標工賃達成指導員配置加算を算定している事業所が、目標工賃達成加算

を算定できるということか。 

（答） 

 貴見のとおり。目標工賃達成加算を算定するにあたっては、目標工賃達成指導

員配置加算を算定していることが要件となる。 

 

（２）就労定着支援 

（就労定着実績体制加算について） 

問 14 就労定着実績体制加算について、分母の対象者は前年度末尾から起算

して過去６年間に就労定着支援の利用を終了した者と示されているが、過

去６年間より前に一般就労し、就労定着支援を開始した者も分母の対象に

含めるか。 

（答） 

分母の対象には含めない。 

 就労定着実績体制加算の分母は、前年度末尾から起算して、過去６年間に一般

就労を開始し、就労定着支援の利用を終了した者とする。 


